
１  総  括

（単位：千円）

 特　別　会　計

 公営企業会計

 特 別 会 計

２  補正予算の主な内容

（単位：千円）

①  歳入 （単位：千円）

子ども・子育て支援交付金

(1)一　般　会　計（第６号）
補正前の額 補正額 補正後の額

39,111,840 449,570 39,561,410

款  名 項    目 補 正 額 備　　　　　　　　　考

府支出金 緊急救助活動費負担金 11,345

繰越金 145,044

 一　般　会　計

子ども・子育て支援交付金 42 [民生費]放課後児童健全育成事業費

令和５年災害復旧費負担金 90,178 [災害復旧費]道路橋りょう、河川災害復旧費国庫支出金

補正額

9,000

39,561,410

補正前の額 補正後の額

18,229,560

39,111,840

29,547,830 9,100

11,327,370

458,670

449,570

11,318,370

令和５年度補正予算（案）の概要

69,118,340

29,556,930

総　　額 68,659,670

（令和5年9月定例会追加提出　令和5年台風7号災害関連補正分）

18,229,460 100

災害復旧債 176,600
[災害復旧費]公共土木施設、その他公共施
設

計 449,570

市債 災害救助債 4,900 [民生費]災害援護資金貸付金

子どものための教育・保育給付災
害臨時特例補助金

744 [民生費]施設型給付費

災害等廃棄物処理事業費補助金 16,075 [民生費]災害廃棄物処理経費

繰越金

農業者等営農継続緊急支援事業
費補助金

4,600
[農林水産業費]農業者等営農継続支援事業
費補助金

災害救助法に基づく負担金
（[民生費]被災住宅応急修理、避難所開設経
費等）

42 [民生費]放課後児童健全育成事業費
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②  歳出 （単位：千円）

新規

新規

拡大

拡大

新規

新規

新規

新規

新規

新規

拡大

新規

新規

拡大

拡大

拡大

拡大

新規

拡大

拡大

国の災害復旧の対象にならない地元
が主体となって施工する小規模な農
地・農業用施設復旧事業に対する補
助

P9

P11

地域活動支援事業費（林道
改良）

地元が施工する山地の復旧等に必要
な資材支給経費

P10

地域活動支援事業費（土地
改良）

治山事業費補助金 3,000
国府の補助対象とならない地元が主
体となって実施する小規模な治山工
事に対する補助

P10

有害鳥獣侵入防止柵等復旧
支援事業費補助金

4,660
倒壊や流失等の被害を受けた有害鳥
獣侵入防止柵及び捕獲檻の復旧を支
援

災害ボランティア派遣事業費 651

1,000
地元が施工する林道の復旧等に必要
な資材支給経費

P12

地域活動支援事業費（治山） 1,000

備　　　　　　　　　考 主な事務
事業調

被災家屋等調査・消毒経費 1,293
被災家屋調査経費及び消毒作業に係
る経費

災害廃棄物処理経費 40,742
災害廃棄物の収集、処理経費及び浸
水便槽の汲み取り等経費

P4

土地改良事業費補助金 6,000

被災者の生活再建に必要な資金の貸
付

災害救助一般事務経費 607
災害対応に係る庁舎の光熱水費に係
る経費

まいづる農業災害ボランティ
ア派遣事業費

林道改良事業費補助金 6,000
国の災害復旧の対象にならない地元
が主体となって施工する小規模な林道
等の復旧事業に対する補助

P12

3,000
地元が施工する農道等の補修に必要
な資材支給及び地元では処分困難な
農地への災害ごみの処分を支援

被災した高齢者の介護サービス利用
者の負担軽減措置

P9

介護サービス利用補助金（被
災者支援分）

188民生費

P8

事　務　・　事　業　名 補 正 額

P1

放課後児童健全育成事業費 126
放課後児童クラブの利用者負担金減
免措置に伴う事業費の増額分

P2

被災住宅応急修理支援事業
費

8,675
災害救助法に基づき市が実施する被
災住宅に対する応急修理経費

P3

P6

款  名

150
被災農地等の復旧作業にあたる農業
災害ボランティアの派遣・活動経費

P7

被災地域への災害ボランティアの派遣
調整に係る経費

P5

災害援護資金貸付金 4,900

農業者等営農継続支援事業
費補助金

4,600
被災したパイプハウスの復旧及び病害
防除や樹勢回復等に要する経費に対
する補助

避難所開設経費 2,365 避難所開設及び運営に係る経費

農林水産業費

施設型給付費 744
保育料減免措置に伴う施設型給付費
の増額分

介護保険事業会計繰出金
（被災者保険料減免分）

635
被災者への介護保険料減免措置に対
する繰出金
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新規

拡大

拡大

新規

新規

新規

新規

（単位：千円）

①  収入 （単位：千円）

②  支出 （単位：千円）

(2)水道事業会計（第１号）
補正前の額 補正額 補正後の額

3,492,400

中小企業災害復旧事業費補
助金

900
被害を受けた中小企業の設備の更新
等に要する費用に対する補助

P13

令和５年台風７号災害対策
本部設置経費

872
本部運営事務費、支援制度周知チラ
シ配布経費等

備蓄物資整備事業費 209
土砂災害により流失した大呂地区配
備分の発電機の購入経費

河川災害復旧事業費 216,010 宇谷川（桑飼上）他 P14

資本的支出 災害復旧費 9,000
水管橋復旧工事、ポンプ所法面復旧
工事等

P16

計 449,570

9,000

款  名 事　務　・　事　業　名 補 正 額 備　　　　　　　　　考 主な事務
事業調

款  名 項    目 補 正 額 備    考

資本的収入
企業債（地方公営企業災害復旧
債）

9,000

3,501,400

商工費

その他公共施設災害復旧費 8,740 北浜団地、城南中学校、防火水槽他 P15

消防費 団員報酬 733
災害対応による消防団員出動報酬の
追加

P14災害復旧費 道路橋りょう災害復旧事業費 131,770 戸田井２号線（境谷橋）他
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（単位：千円）

①  歳入 （単位：千円）

②  歳出 （単位：千円）

新規

（単位：千円）

①  歳入 （単位：千円）

②  歳出 （単位：千円）

財源更正

国民健康保
険料

－ 財源更正

被災者保険料減免分

計 －

款  名 事　務　・　事　業　名 補 正 額 備　　　　　　　　　考
主な事務
事業調

介護保険料 被災者減免分 P17

保険給付費 居宅介護サービス給付費

第１号被保険者介護保険料 △ 635

繰入金 一般会計繰入金 635

補正前の額 補正額 補正後の額

9,558,460

款  名 項    目 補 正 額 備    考

9,558,460

計 100

(4)介護保険事業会計（第２号）

国民健康保
険事業費納
付金

後期高齢者支援金等分 －

特別調整交付金府支出金

100

介護納付金分

7,115,300

被災者減免分

補正後の額

繰入金 基金繰入金 201 被災者支援分

399

一般被保険者国民健康保険料 △ 500

項    目

(3)

加入被災者個人負担減免分 P17

医療納付費分 －

保険給付費

補 正 額

100 7,115,400

補 正 額

－

計

款  名 事　務　・　事　業　名

一般被保険者療養給付費
（被災者支援分）

100

0

補正額

備　　　　　　　　　考 主な事務
事業調

補正前の額

備    考

国民健康保険事業会計（第２号）

款  名
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３  令和５年度末の市債残高の見込み

(1) 市 債 残 高 （令和５年度末見込み額） （単位：千円）

190,500            計 67,314,013

32,665,187 特   別   会   計

34,639,826

建  設  地  方  債 181,500     

34,458,326

14,031,808

9,000               32,674,187

20,608,018

181,500     

臨時財政対策債等 －14,031,808

補正前見込み額

67,123,513

 一   般   会   計

20,426,518

補正後見込み額補  正  額区      分

5



No. 1

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 施設型給付費（災害に伴う保育料減免措置分）

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 ７４４ 千円
予 算 書 ８

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号により居住していた住宅に被害を受けられた
方の生活再建支援として、認定こども園等に在籍する児童の利用
者負担額（３号認定子どもに係る保育料）の一部を減免する。

事

業

の

内

容

１．利用者負担額（３号認定子どもに係る保育料）の減免措置
　

※ 「認定こども園」については、制度上、利用者負担額（保育料）の
　減免相当額を施設型給付費（運営費）として在籍施設へ給付する形と
　なる。

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金        744
子どものための教育・保育給付災害臨時特例補助
金（定額）

7

府 支 出 金          -

地 方 債          -

内線
番号

そ の 他          -

一 般 財 源          -

担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明 2471

減免対象者

対 象 期 間

全壊・半壊 　対象期間内における保育料の全額

床上浸水 　対象期間内における保育料の２分の１

対象世帯数
（ 見 込 ）

令和５年台風７号により住家が全壊・半壊又は床上浸水
の被害を受けられた方

令和５年８月分～令和６年１月分　（６か月間）

減 免 額

５件



No. 2

款 項 目

2150担当課 子ども支援 課 課長名 波多野　直樹
内線
番号

そ の 他          -

一 般 財 源         42

        42 子ども・子育て支援交付金（1/3） 7

地 方 債          -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金         42 子ども・子育て支援交付金（1/3） 7

府 支 出 金

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号により居住していた住宅に被害を受けられた
方の生活再建支援として、放課後児童クラブの利用者負担金の一
部を減免する。

事

業

の

内

容

１．利用者負担金の減免措置
　

事 業 費 １２６ 千円
予 算 書 ８ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名
放課後児童健全育成事業費
（災害に伴う利用者負担金減免措置分）

費　　目 民生費 児童福祉費 子育て支援費

減免対象者

対 象 期 間

全壊・半壊 　対象期間内における利用者負担金の全額

床上浸水
　対象期間内における利用者負担金の
　２分の１

対象世帯数
（ 見 込 ）

令和５年台風７号により住家が全壊・半壊又は床上浸水
の被害を受けられた方

令和５年８月分～令和６年１月分　（６か月間）

減 免 額

７件



No. 3

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 被災住宅応急修理支援事業費

費　　目 民生費 災害救助費 災害救助費

事 業 費 ８,６７５ 千円
予 算 書 ８

事

業

の

目

的

　
　令和５年台風７号により居住していた住宅に被害を受けられた方で、自
ら修理を行うことが困難な方が、被災した住宅で引き続き日常生活を営む
ために、必要最小限の応急的な修理を市が実施する。

事

業

の

内

容

対象者　：令和５年台風７号により大規模半壊、中規模半壊、半壊、
　　　　　準半壊の被害を受けた被災住宅の居住者で、応急修理により
　　　　　その住宅に引き続き居住される方

支援内容：令和５年台風７号により被害を受けた部分で、日常生活に
　　　　　必要不可欠な部分の応急修理を実施
　
　　　　　<限度額(１世帯あたり）>
　　　　　　〇大規模半壊、中規模半壊、半壊の場合　７０６千円以内
　　　　　　〇準半壊の場合　　　　　　　　　　　　３４３千円以内

補正額　：半壊　　　 5件×706千円=3,530千円
　　　　　準半壊　　15件×343千円=5,145千円
　　      合計　　　　　　　　　　8,675千円

国 支 出 金  -

府 支 出 金      8,675 緊急救助活動費負担金（10/10） 7

地 方 債  -

そ の 他  -

一 般 財 源          -

担当課 都市計画 課 課長名 上羽　讓司
内線
番号

2320

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書



No. 4

款 項 目

一 般 財 源     24,667

担当課
生活環境
土　　木

課 課長名
田中　洋一
尾橋　英憲

内線
番号

1295
2350

地 方 債  -

そ の 他  -

国 支 出 金     16,075 災害等廃棄物処理事業費補助金(1/2) 7

府 支 出 金  -

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号被害により発生した災害廃棄物（被災ごみ・し尿）等
を収集、運搬及び処分し、被災地区における生活環境の保全に努めるも
の。

事

業

の

内

容

〇ごみ処理経費：40,592千円
　　被災ごみ（道路ごみ等含む)を、被災地域から仮置き場（喜多地区
　民間会社所有地）に収集、運搬し、分別作業、処分する経費。

〇し尿処理経費：150千円
　　市が、し尿収集業者に委託して、浸水した便槽の1/3を汲取り、
  便槽機能の回復を図るための経費。各業者との災害時無償応援協定に
　より、汲取りに係る経費については市と業者で折半する。

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

事 業 費 ４０,７４２ 千円
予 算 書 ８ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 災害廃棄物処理経費

費　　目 民生費 災害救助費 災害救助費



No. 5

款 項 目

　
　
　

一 般 財 源  -

担当課 人事 課 課長名 松本　諭一
内線
番号

1342

地 方 債  -

そ の 他  -

国 支 出 金  -

府 支 出 金        651 緊急救助活動費負担金（10/10） 7

事

業

の

目

的

 令和５年台風７号により被災した市民生活の一刻も早い復旧のた
め、舞鶴市社会福祉協議会を事務局として開設する舞鶴災害ボラン
ティアセンターに、災害ボランティアの派遣調整を委託するもの。

事

業

の

内

容

　
　（１）舞鶴災害ボランティアセンターの活動内容
　　　・被災世帯からの支援希望の受付
　　　・災害ボランティアの受付
　　　・被災世帯とボランティアのマッチング等

　　  上記業務を社会福祉協議会に委託

　（２）台風７号に係る舞鶴災害ボランティアセンターの開設期間
　　　令和5年8月17日～22日

　

　

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

事 業 費 ６５１ 千円
予 算 書 ８ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 災害ボランティア派遣事業費

費　　目 民生費 災害救助費 災害救助費



No. 6

款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 福祉企画 課 課長名 山本　仁志
内線
番号

2290

地 方 債      4,900 災害救助債 7

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号により、住居や家財の損害等を受けた世帯に対
し、災害弔慰金の支給等に関する条例に基づき、生活再建に必要な資
金の貸付けを行うもの。

事

業

の

内

容

○貸付金限度額
　　半壊　　　　　　　　 １，７００千円
　　家財の1/3以上の損害　１，５００千円
　
○貸付条件
　　償還期間　１０年（据置期間　３年）
　　利率　　　連帯保証人「あり」の場合：無利子
　　　　　　　連帯保証人「なし」の場合：年１．５％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（据置期間は無利子）
○補正額
　　半壊　　　　　　　　　２世帯分　　　３，４００千円
　　家財の1/3以上の損害　 １世帯分　　　１，５００千円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　４，９００千円

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

事 業 費 ４,９００ 千円
予 算 書 ８ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 災害援護資金貸付金

費　　目 民生費 災害救助費 災害救助費



No. 7

款 項 目

一 般 財 源        150

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号によって被災した農家の疲労感の軽減や早
期復旧を図るため、災害復旧事業の対象とならない農地の災害
ごみなど、片付け作業にボランティアを派遣する。

事

業

の

内

容

◆「まいづる農業災害ボランティアセンター」を開設
　①構成団体：舞鶴市、舞鶴市農業委員会、
　　　　　　　京都丹の国農業協同組合
　②実 施 日：土・日・祝（９月２日～９月１８日）
　③派遣時間：９時～１５時３０分
　④作業内容：人力で行える農地の災害ごみの片付け等

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 まいづる農業災害ボランティア派遣事業費

費　　目 農林水産業費 農業費 農業振興費

事 業 費 １５０ 千円
予 算 書 ８



No. 8

款 項 目

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号によって被災したパイプハウスの復旧、農作物
に対する緊急的な病害防除や樹勢回復等に要する経費について支援
を行う。

事

業

の

内

容

　○野菜生産施設災害復旧事業費補助金　　　　　４，５００千円
　　被災した販売用農産物生産のためのパイプハウスの復旧支援
　　◆対象者：市内販売農家、農業者が組織する団体等
　　◆補助率
　　　　共 済 加入者：１／２以内
　　　　　　　　　　　※共済金国庫相当額との合計２／３以内
　　　　共済未加入者：３／１０以内

　○野菜生産確保緊急対策事業費補助金　　　　　　　１００千円
　　樹勢回復のための追加防除や追加施肥、種のまき直し等への支援
　　◆対象者：農業者が組織する団体等
　　◆補助率：１／２

府 支 出 金

国 支 出 金

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名

費　　目

内線
番号

農業者等営農継続支援事業費補助金

課長名

事 業 費

農林水産業費

歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )

地 方 債

農業費

千円

農業振興費

予 算 書

財

源

内

訳

         -

     4,600 7

         -

農業者等営農継続緊急支援事業費補助金
（3/10、1/2）

頁８
４,６００

予算書区 分

事 業 区 分 新規・拡大・継続

金　額(千円)

担当課

         -

課

そ の 他

一 般 財 源

中井　哲也 1240農林水産振興

         -
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款 項 目

事

業

の

目

的

 令和５年台風７号によって被災した農地・農業用施設につい
て、早期に農業が再開できるよう農家の負担軽減を図り、復旧
を支援する。

事

業

の

内

容

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続
事 業 費 ９,０００ 千円

予 算 書 ９

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 農地・農業用施設の早期復旧支援

費　　目 農林水産業費 農業費 農地費

国 支 出 金          -

○土地改良事業費補助金　　６，０００千円
　　国の災害復旧事業の対象にならない地元自治会や農事組合が
　取組む小規模な復旧工事へ補助を行い、負担軽減を図る。
　　◆補助率：２／３（通常の土地改良１／２）

　を支援する。

○地域活動支援事業費　　　３，０００千円
　　地元自治会や農事組合で自ら農道の補修等を実施する際に必
　要な砕石等の資材を、災害対応分として別枠で支給するともに、
　地元で処分できない規模の農地の災害ごみを市が処分し、復旧

一 般 財 源      9,000

府 支 出 金          -

         -

内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也

そ の 他          -
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款 項 目

一 般 財 源      4,000

1240担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他          -

地 方 債          -

         -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号によって発生した崖崩れ等の山地災害につ
いて、早期に復旧し市民の生命・財産の安全が確保できるよう
治山事業を支援する。

事

業

の

内

容

○治山事業費補助金　　３，０００千円
　　国・府の補助事業の対象にならない地元が実施する小規模な
　治山工事への補助を行い、負担軽減を図る。
　　◆補助率：２／３（通常の治山事業１／２）

○地域活動支援事業費　１，０００千円
　　地元自治会等で自ら山地の復旧を実施する際に必要な木材等
　の資材を災害対応分として別枠で支給し、復旧を支援する。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 治山事業への早期支援

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 ４,０００ 千円
予 算 書 ９



No. 11

款 項 目

　
増

事業の内容

■対象施設
　①国・府等の補助金を活用して農事組合等が設置した侵入防止柵
　（中山間地域等直接支払制度、多面的機能支払制度含む）
　　事業費：１，１２０千円
　②舞鶴市有害鳥獣被害防止対策協議会が設置した侵入防止柵
　（農事組合に貸与）
　　事業費：２，３１０千円
　③舞鶴市有害鳥獣被害防止対策協議会が設置した捕獲檻
　（農事組合に貸与）
　　事業費：１，２３０千円

■事業主体
　舞鶴市有害鳥獣被害防止対策協議会、農事組合等

■補助率　１０/１０
　
 
　

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 有害鳥獣侵入防止柵等復旧支援事業費補助金

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 ４,６６０ 千円
予 算 書 ９ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号によって倒壊や流失等の被害を受けた有害鳥獣
侵入防止柵や有害鳥獣捕獲檻の復旧を支援する。

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

地 方 債          -

         -そ の 他

     4,660

1240担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

一 般 財 源
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款 項 目

1240

○地域活動支援事業費　　　１，０００千円
　　地元自治会等で自ら林道等の補修を実施する際に必要な砕
　石等の資材を災害対応分として別枠で支給し、復旧を支援す

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

そ の 他          -

一 般 財 源      7,000

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

地 方 債          -

　る。

事

業

の

目

的

　令和５年台風７号によって被災した林業施設（林道）につい
て、早期に利用ができるよう地元負担の軽減を図り、復旧を支
援する。

事

業

の

内

容

○林道改良事業費補助金　　６，０００千円
　　国の災害復旧事業の対象にならない地元自治会等が実施
　する小規模な復旧工事への補助を行い、負担軽減を図る。
　　◆補助率：２／３（通常の林道改良１／２）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 林業施設の早期復旧支援

費　　目 農林水産業費 林業費 林道管理費

事 業 費 ７,０００ 千円
予 算 書 ９
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款 項 目

　

一 般 財 源        900

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他  -   

国 支 出 金  -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　コロナ禍の長期化に加え、燃料や資材等の価格高騰の影響もある
中、令和５年台風７号で被災した中小企業者の設備等の再建にかか
る負担を軽減し、早期の復旧、経営安定化を図るための支援を京都
府と連携して実施するもの。

事

業

の

内

容

＜中小企業災害復旧事業費補助金＞
１．対 象 者：市内に事業所を有する中小企業者等でり災証明書の
　　　　　　　発行を受ける者
　
２．対象経費：
　①台風7号により被災した設備の更新等
　　　補助率：15％以内（上限：100万円、下限：10万円）
　②台風7号により被災した機器の修繕等
　　　補助率：1/4以内（上限：5万円）
　※京都府制度（中小企業等復興支援事業費）の上乗せ支援
　※対象となる設備、機器に保険金が支払われる場合は対象経費か
　　ら控除する

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 中小企業災害復旧事業費補助金

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 ９００ 千円
予 算 書 ９



No. 14

款 項 目

○ 道路橋りょう災害復旧事業費
復旧箇所：戸田井２号線(境谷橋)他　
復旧内容：橋りょう架替、路肩復旧、土砂撤去　等

○ 河川災害復旧事業費
復旧箇所：宇谷川（桑飼上）他
復旧内容：護岸復旧、土砂撤去　等

2350担当課 土木 課 課長名 尾橋　英憲
内線
番号

そ の 他          -

一 般 財 源     88,902

         -

地 方 債    168,700 道路橋りょう災害復旧債、河川災害復旧債 7

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金     90,178 令和５年災害復旧費負担金（0.667） 7

府 支 出 金

347780

事
業
の
目
的

　令和５年台風７号による道路、河川等の被災箇所を復旧する。

事

業

の

内

容

131,770 千円

216,010 千円

事 業 費 ３４７,７８０ 千円
予 算 書 １０ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 公共土木施設災害復旧費

費　　目 災害復旧費 公共土木施設災害復旧費 令和５年災害復旧費
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款 項 目

○ 公営住宅災害復旧事業費 １，８００千円
復旧箇所：北浜団地、加津良団地
復旧内容：屋上防水シート復旧、土砂撤去

○ 消防施設災害復旧事業費 ２，７３０千円
復旧箇所：防火水槽（小原・大呂地区）
復旧内容：フェンス復旧、土砂流木撤去

○ 義務教育施設災害復旧事業費 ３，９１０千円
復旧箇所：城南中学校
復旧内容：技術室屋上防水シート復旧

等

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 その他公共施設災害復旧費

費　　目 災害復旧費 その他公共施設災害復旧費
令和５年

その他公共施設災害復旧費

事 業 費 ８,７４０ 千円
予 算 書 １０ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続
347780

事
業
の
目
的

　令和５年台風７号によって被災した公共施設等について、早期
に利用できるよう復旧を図る。

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

地 方 債      7,900 その他公共施設災害復旧債 7

そ の 他          -

一 般 財 源        840

2320
9521
2410
2350

担当課

都市計画
警防

教育総務
土木

課 課長名

上羽　讓司
中西　雅彦
瀬野　薫
尾橋　英憲

内線
番号
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款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 配水施設災害復旧事業費

費　　目 資本的支出 災害復旧費 災害復旧費

事 業 費 ９,０００ 千円
予 算 書 ２

事

業

の

目

的

　
　令和５年台風７号により被災した水道施設の復旧工事を行うもの。

事

業

の

内

容

１．久田美川等水管橋復旧工事
　　延　長：２１ｍ
　　口　径：φ４０
　　事業費：５，７００千円

２．小原第２ポンプ所法面復旧工事
　　延　長：６．６ｍ
　　事業費：３，３００千円

国 支 出 金  -

府 支 出 金  -

     9,000 企業債（地方公営企業災害復旧債） 2

そ の 他  -

一 般 財 源  -

担当課 水道整備 課 課長名 山﨑　寛之
内線
番号

2270

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債
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款 項 目

そ の 他          -

一 般 財 源  -

担当課
保険医療
高齢者支援

課 課長名
山本　哲也
竹山　真

2160
2120

内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金  -

地 方 債          -

事
業
の
目
的

　令和５年台風７号により被災された被保険者に対して、保険料の
減免及び一部負担金、サービス利用者負担額の減免を実施する。

事

業

の

内

容

　国民健康保険及び介護保険において同内容で被災状況に応じて減免
を実施。

○保険料の減免期間（国民健康保険・介護保険）
　　全壊・半壊…災害発生月～令和６年７月相当分(12ヶ月分)
　　床上浸水……災害発生月～令和６年１月相当分( 6ヶ月分)

○国民健康保険一部負担金、介護サービス利用者負担額の減免期間
　　全壊・半壊…災害発生日から令和６年１月31日まで

※後期高齢者医療制度においても減免を実施しております。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名
令和５年台風７号被災者に係る国民健康保険及び介護保険の
減免について

費　　目

事 業 費 － 千円
予 算 書

全壊 １０割

半壊

床上浸水

国民健康保険一部負担金
介護サービス利用者負担額

１０割

なし

減免内容

保険料

５割

被災状況
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